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部諸邦の英保護国化などよりも,この間におけるマラ

ヤ内部における複合社会の成立を重視詳述しているな

どは特筆に備する｡

著者は従来とか く強調されすぎていたヨーロッパ人

のマラヤ支配の意義をマラヤ的立場から再吟味しよう

とし,半面マラヤを構成している諸民族のマラヤ史上

における活動を重視したOなお,著者はマラヤはその

内外から総合的に把握すべきであるとして,とくにマ

ラヤ社会史の研究の必要性について述べているが,こ

れは著者もいう通 り今後の研究の課題であろう｡

とにかく本書はマラヤ史概説書として注目すべき署

作であるが,それだけに今後の研究に待つべき箇所 も

多く含まれ,それは著者白身も認めているところであ

る｡また細部には明かに著者の誤解と思われる箇所も

見うけられる｡しかし 何れにしても今後のマラヤ史

研究に一つの方向を与えたものであ り,新 しい研究者

の入門書として,また現在のてラ十を最もよく理解さ

せる手引書として大いに(翻すrIあるものと言えよう｡

(藤原利一郎)

TheInternationalBankforReconstruction

andDe,velopment:TheEconomicDevelop-

mentoftheTerritor_vofPapuaandNew

Guinea.JollnHopkinsPress,Baltimore,1965,

468p.

東部ニ:.I-ギニ7は,政治的には,現在はオースト

ラリアの支配下にある｡第二次大戦のあいだ,この地

域が戦場となったためもあり,また,西部ニ:7--+:ニ

了がイン ドネシア領のイリ7ンとして,オランダから

独立した形になったこともあ一一)て,十一ス トラリアと

してほ,ここを今までのような未開の状態で放置して

おくことが許されなくな り,その開発をはじめた｡そ

こで,今後の経済的開発,投下㌢t,=本の有効な使用方法

()う一助として,オー ス トラ リア政府が世界銀行に対

し,この地方の生産機構の現状分析 の調査を委嘱し

た｡世鋸はこれに対 して10人の専門家より成る, 6う

国人U:)ミ､ソシ-Jンをおくり,1963年 5月以降, 3カ月

にわたる調査によ-)て,これに答えた｡本書はこの ミ

ッションの ドラフトを整 理 したものである;

元来の目的が,経済状態を概観し それによって,

政策立案を助けるということである♂)二,われわれの

セソ//-CJ)<lr,うな,F'‡然,社会,人文を総合 した調作

紹 介

計画とは,かな り目標に-だた りがあ り,わるくいえ

ば,西欧社会からみたときの,ニューギニアの利用価

値を論じているようなフシが少なくない｡スカルノに

いわせれば,これも新植民地主義のデータになるかも

知れない｡ しかし内容は,一応自然条件から説きおこ

し,農業 ･林業 ･漁業 ･鉱業を分析的に述べ,つい

で,第二次産業におよび,物資の移L乱入,貿易関係,

衛生,教育,金融に及んでいる｡東部ニ∴-ギニアに

関心を もつ ものに とってほ,概念的な知識が得られ

て,ありがたい｡

本書を通 じて得た印象は,この地の開発がかなり南

米の北部 (コロンビアやエクア ドル)に近似性がある

ことである｡海岸には,ポ- ト･モレスビーのような

商業都市が発達するが,その周辺は,熱帯降雨林であ

り,低緑地であって,開発の対,昭になりがたく,む し

ろ内陸の出店地帯で,風土の混和のところから開発が

はじま-つてゆ く｡これはデルタ地帯を中心として開発

されている東南アジアとは逆の現象である｡)その理由

が何であるかは将来のこととして,ことに未開の山地

民族の社会がジェノト旅客機を媒介として,いきな り

コカコラ文化に触れ合うことになったOいうならば,

て1,/-人をさしおいて,サカイ族がまず西欧の文化に

ぶつか っているわけである｡これはたい-ん注目1べ

きことのように思われる｡ (吉井良三)

机良惟一 ･東南アジアの教 育 二, 艮主教 育協

会,東京,1伽-)5,57p.

1964年にFF,;-L古がこの地域に滞在中入手 した新 しい須

料によ-〕て景述されている小冊子だが,類書少ない分
野に関する示唆に富んだ興味深い述作である｡東南ア

ジアにおける教育要求,東南アジア各国の教育の現状

と問題点,東南アジアの教育に対する援助と協力の 3

部から成っているこ

第 1部では,東南アジア諸国の多 くは柚艮地からU)
独立国であること,ナシ三'ナ リズムの高場,経済開発

の必要性,人l明拍LI-の対応,園教化宗教の教育力,

少数民族の同化政策など,総じて国の近代化の要請が

強い教育要求となって現われていると指摘している｡

第 2吉;は 本書のうち大部分のべ-ジ数を占め 控苫u)

足跡を印した東南アジアの9カ国について,国民教育

の現状をビビ L/ドに描いているービルマでは社会主義

隼命以来,性 民教育に力を入れているが,政情不安定
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のため成果があがっていないこと,仏教教育が行なわ

れていること,少数民族の教育問題があることなどが

述べられている｡タイは唯一の独立国として,教育制

度は比較的に整備されているはずであるが,問題は多

い｡浪費の問題は東南アジアの多くの国に見られる問

題である｡教育不足,職業教育,大学教育,文盲根絶

等の問題をもかかえている｡ラオスは東南アジアのう

ち教育面では最もおくれてお り,かつ政情不安定であ

る｡カンボジアは小国であるが,比較的平静であっ

た｡しかし文盲と人口増に悩んでいる｡旧宗主国フラ

ソスの影響はなお強い｡ベ トナムは多年の動乱に悩ま

されていることは同情にたえない｡教育も制度は整っ

ているが,義務教育はわずか3年であり,教育条件も

わるい｡マレ-シアは 3民族から成る複合国家として

教育用語などに困難な問題をかかえている｡この国で

はイスラム教による宗教教育が行なわれている｡文盲

の悩みは大きい｡シンガポールは最近独立した東南ア

ジア最小の国であり,マレーシアと同じ教育用語の問

題を持っている｡インドネシアは東南アジア最大の国

であ り,教育に大きな期待をかけているが,教育制度

はきわめて複雑である｡ 中等教育, 職業教育, 高等

教育,教員養成等の拡充計画がすすめられているが,

施設の不備,教育条件の劣悪などの問題がある｡フ ィ

リピンはスペイン,アメリカの影響を精神面で強 く受

けている｡教育は普及しているが,浪費,文盲などの

問題がある｡中央教育行政に委員会制度をとっている

点に特色がある｡

以上東南アジア各国の教育制度の共通点として,義

務無償教育の制度化,教育行政機構の整備,公教育費

への努力が見られるが,教育の実際はそれに伴ってい

ない｡先進国の模倣に急であって,新興国家としての

必要に即応していない｡職業教育,科学教育,体育も

軽視されている｡教育の悪条件,浪費も共通の難問題

であると指摘している｡

第 3部では,東南アジアの国々が大きな教育要求を

持って,その実現に努力しているにもかかわらず,そ

れには多 くの技術と経費とを必要とするところから,

自力のみでは解決できないので外部からの援助や協力

が必要である｡そのために ユネス コも努力している

が,アメ リカの援助に比べて,日本は何をしている

か,地理的にも近 く,互いに親近感も強いわが国が積

極的に援助や協力の手をさしのべることは,わが国に

第3巻 第5号

課された道義的責任であると訴える著者に強い共感を

禁じ得ない｡ (高木太郎)

津 田元一郎 Lr=ァ ジ アに お け る教育の基本問

題』,民主教育 協会,東京,1965,81p.

アジアの教育を理解するには,西欧的視点からでな

く,アジア的視点から見なければならない｡教育の普

及がアジア開発の至上命令であるとしても,産業の発

逮,生活の水準,人口増加,植民地主義の残存等アジ

ア特有の社会構造に即応して考えなければならないと

いうのが著者の立場である｡本書は,文盲の問題,初

等教育,中等 ･高等教育,アジアの教育の諸問題の4

章から成っている小冊子であるが,著者の直接の見聞

と多くの資料によって,アジアの教育問題をその底に

横たわる社会構造との関連において科学的に分析した

学問的にも価値ある好著である｡

第 1章では,世界人口の半ば以上を占めるアジアに

おいて,文盲率がアフリカに次いで高いのは問題であ

るとして,国ごとに性別,年令別,人種列,宗教別に

分析し,教育の普及や経済発展と文盲解消との関係を

論じている｡

第 2章では普及の現状,インドとタイの初等教育,

教育浪費の問題を取 り上げている｡第 1の問題では,

全人口に占める就学者の比率をもって教育普及の指標

とすることの危険性を述べ,カラチ ･プランの誤 りを

指摘している｡第 2の問題では資料の関係上インドと

タイに限定し,就学率の伸びをわが国と比較し,数十

年のおくれを指摘している｡第 3の問題では,教育の

おくれた社会の特質としての遅滞や脱落の問題をとり

上げ,小学校を卒業するものは,日本,台湾,韓国を

除き半数以下に減ずることを指摘し,その原因を追求

している｡アジアの初等教育普及計画は,それぞれの

国の地理的 ･歴史的 ･社会的条件の検討の上に立てら

れなければならないというのが著者の見解である｡

第 3章では,中等 ･高等教育拡充の急務,試験制度

の問題をとり上げている｡カラチ ･プランは人権宣言

の立場から人間の権利として初等教育の普及をとり上

げたが, OECDやECAFEに見られる教育投資諭から

は,アジアの経済開発のためには,中等教育の拡充こ

そ先決であると主張する｡技術草進の時代に加速的に

近代化を達成しなければならないアジア諸国では,栄

熟練労働力よりも近代技術をになっていけるマン･パ
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